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０歳児の保育の「量の見込み」の修正について  

１  趣旨 

平成２６年７月１０日付で、国より、０歳児の「量の見込み」の算出方法に

ついて、より実態に近い算出方法が示されたことに従い、０歳児の保育の「量

の見込み」の変更を行うもの。  

２  ０歳児の「量の見込み」をめぐる算出経過と国の「手引き」の変更経過 

本市の算出経過 国の「手引き」の変更経過 

  

①０歳児のニーズ調査の結果を基

に算出する（育児休業の取得状

況を反映）。 

②就労以外の理由による利用意向

として、４％分の量の見込みを

上乗せする。 

③一中学区について、奏の杜等の

入居者の利用意向は市の平均利

用意向率の１．４倍とする。 

第一案(26.3.7 提出)  

①２３年度から２６年度までの申

込実績等から、１・２歳児の利

用意向率から５％減じたものを

０歳児の利用意向率とする。 

②就労以外の理由による利用意向

として、４％分の量の見込みを

上乗せする。 

③一中学区について、奏の杜等の

入居者の利用意向は市の平均利

用意向率の１．４倍とする。 

④今後のニーズの伸びを考慮し、

２．４％分の量の見込みを上乗

せする。 

第二案(26.3.27 提出)  

育児休業の取得状況にかかわりな

く、保育所希望があれば、利用意

向率に加える。 

 

考え方（当初）  

①  現在（＝調査時点）育児休業の

取得状況を反映する。 

②  １歳以降の潜在ニーズに対応

可能な保育サービスの量が確

保されれば、育児休業を切り上

げ保育所入所を選択する行動

が抑制されることを考慮する。 

③  １年超の育休を取得する者の

存在を考慮する。 

④  ０歳児は、出生により、利用対

象者が増加するので、年度当初

と年度末それぞれの利用意向

の平均で「量の見込み」を算出

する。 

考え方（26.7.10 通知） 
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３  国の示した考え方に対する本市の見解 

育児休業の取得状況を反映していた第一案は、国の当初の考え方と相容れな

いものであったことから、第二案には、１・２歳児の利用意向率をもとに、平

成２３年度から平成２６年度までの申込実績を考慮したものを基本的な利用意

向率とした。  

(１ )  近年の保育所の申込状況は、待機児童問題に起因して、保育所入所のため

に育児休業を早めに切り上げるものが増加している傾向にあるので、第二

案の０歳児の「量の見込み」は、保育事業の確保がされれば供給過多とな

る可能性があること。  

(２ )  第二案は、結果的に０歳児のニーズ調査の結果を反映しない「量の見込み」

となっているが、今回の国の見直しにより、本市の０歳児のニーズ調査の

結果から「量の見込み」を算出が可能となったこと。  

⇒ 国が示した考え方に従い、０歳児の保育の「量の見込み」を修正する。  

 

４  ０歳児の保育の「量の見込み」の修正方法 

(１ )  基本的考え方  

「年度当初の利用意向率」と「年度末の利用意向率」を平均した利用意向

率を推計人口に乗じる。  

この平均した利用意向率に加え、第二案で採用した次の要素を加味して算

出する。  

ア 就労以外の理由による利用意向（４％分上乗せ）  

イ 一中学区における奏の杜等の入居者の利用意向（市の平均利用意向率の

１．４倍）  

ウ 今後のニーズの伸びの考慮（２．４％分上乗せ）
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(２ )  年度当初の利用意向率  

ア 考え方  

現在（調査時点）の育児休業の取得者を除外し、かつ、保育所に入所

するために育児休業を切り上げて復帰した者も除外して算出する。  

イ 計算方法（例：２中学区 ０歳児）  

  単純な利用意向率…  １４．４％  

（本市の場合、すでに調査時点での育児休業取得者が除外されている。）  

  保育所に入るために、育児休業を切り上げて復帰した者の割合（人口

１０万人以上の自治体での平均）  ２２．０％  

  年度当初の利用意向率  

１４．４％×（１００％－２２．０％）  １１．２％  

(３ )  年度末の利用意向率  

ア 考え方  

現在（調査時点）の育児休業の取得者は除外しないが、育児休業を１

年６か月以上取得している者と１年以上１年６か月未満取得している者

の半分は保育所の０歳児クラスの利用希望がないものとして除外して算

出する。  

イ 計算方法（例：２中学区 ０歳児）  

  育児休業者を考慮しなかった場合の利用意向率  

１４．４％÷４８．２％  ２９．９％  

※ ４８．２％は、人口１０万人以上の自治体における調査時点での

育児休業中でない０歳児の世帯の割合の平均  

  育児休業を１年６か月以上取得している者と１年以上１年６か月未満

取得している者の割合の半分を除外した場合の利用意向率  

２９．９％×（１００％－１８．５％）  ２４．３％  

※ １８．５％は、『平成２４年 雇用均等基本調査』における、育児

休業を１年６か月以上取得している者と１年以上１年６か月未満取

得している者の割合の半分  

(４ )  年間平均利用意向率  １７．８％  

(５ )  量の見込み（１９４人×１７．８％）  ３５人  

 

第二案で採用した要素を加味した最終的な量の見込み  ３７人  

 （１９．１％）  
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５  ０歳児の保育の「量の見込み」の修正案 

A B C C/B D C-D E C-E

中学校区 推計人口
量の見込み

修正案
利用意向率

量の見込み

第一次案

第一次案

との差

量の見込み

第二次案

第二次案

との差

1 330 84 25.5% 66 18 102 -18

2 194 37 19.1% 30 7 56 -19

3 158 31 19.6% 24 7 60 -29

4 225 53 23.6% 42 11 62 -9

5 267 61 22.8% 49 12 80 -19

6 155 38 24.5% 31 7 47 -9

7 131 22 16.8% 17 5 59 -37

合計 1460 326 22.3% 259 67 466 -140

1 324 80 24.7% 64 16 103 -23

2 190 35 18.4% 29 6 54 -19

3 150 29 19.3% 23 6 57 -28

4 216 51 23.6% 41 10 60 -9

5 260 60 23.1% 48 12 79 -19

6 150 37 24.7% 30 7 45 -8

7 128 22 17.2% 17 5 57 -35

合計 1418 314 22.1% 252 62 455 -141

1 329 83 25.2% 66 17 106 -23

2 185 34 18.4% 28 6 52 -18

3 144 27 18.8% 21 6 54 -27

4 208 49 23.6% 39 10 58 -9

5 254 59 23.2% 47 12 77 -18

6 146 35 24.0% 29 6 44 -9

7 124 20 16.1% 16 4 56 -36

合計 1390 307 22.1% 246 61 447 -140

1 290 72 24.8% 58 14 93 -21

2 182 34 18.7% 28 6 51 -17

3 137 27 19.7% 21 6 51 -24

4 200 46 23.0% 37 9 56 -10

5 243 57 23.5% 46 11 75 -18

6 143 35 24.5% 29 6 43 -8

7 120 18 15.0% 15 3 54 -36

合計 1315 289 22.0% 234 55 423 -134

1 323 82 25.4% 66 16 106 -24

2 181 34 18.8% 28 6 51 -17

3 133 26 19.5% 20 6 50 -24

4 197 45 22.8% 36 9 55 -10

5 237 55 23.2% 44 11 73 -18

6 138 35 25.4% 29 6 41 -6

7 119 18 15.1% 15 3 53 -35

合計 1328 295 22.2% 238 57 429 -134  

【参考】  

平成２３年度から平成２６年度の０歳児保育所希望者数等（１か所のみ希望の

不承諾者数を除いた数。）  

A B B/A
年度末０歳
住基人口

希望者数 割合

平成２３年度 1,435 人 224 人 15.6%

平成２４年度 1,387 人 280 人 20.2%

平成２５年度 1,462 人 308 人 21.1%

平成２６年度
（推計）

1,460 人 323 人 22.1%
 


